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公共施設マネジメント 

 
「拡充」から「縮充」への発想転換 

 

東洋大学客員教授 

南 学 
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「時限爆弾」としての公共施設 

• 市民の生命と財産を脅かす「時限爆弾」 

• 業務上過失致死傷罪が職員に適用される？ 

• 更新費用の財源確保が中心課題 

2011.3.11東日本大震災 
九段会館（東京）天井崩落 

2012.12.2中央自動車道 
笹子トンネル天井版崩落 

公共施設管理上の業務上過失 

平成１８年７月、ふじみ野市大井プール
で小学２年生の児童が給水口に吸い込
まれ死亡するという事故が発生した。 

このプールの管理は民間事業者へ業務
委託していたが、最高裁は市の担当職
員の業務上過失致死傷罪を確定した。 

施設所有者は、業務上、観客等の安全
を確保できる施設を提供する責務を負っ
ている。 
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公会計改革との結合 

• 固定資産台帳で、正確な状況把握 

• 設備の減価償却の組み込みで「老朽化」判定 

• 建物、設備情報で更新の優先順位判断 

• 事業別、施設別「財務諸表」でフルコスト把握 

• 「運営」から「経営」への発想転換 

• プロジェクト・ファイナンスの導入も視野に 
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公共施設マネジメントの「方程式」 

総面積の統廃合 
（面積圧縮率） 

民営化 
（経費圧縮率） 

受益者負担増 
（受益偏在改善率） 

遊休資産活用 
（売却・貸付率） 

財源確保 
（課題） 

＝ ＋ 

＋ ＋ 

単純な面積圧縮ではない（縮充で） 

7 

行政サービスの「ポートフォリオ」 

公共施設マネジメント 
（縮充） 

福祉・医療 
（介護・健保） 

教育 
（次世代への投資） 

防災・防犯 
（命と財産） 

限定された財源 ＝
 

＋ 

＋ ＋ 

市民による選択肢が提起されている 

道路・上下水道料 
（生活インフラ） ＋ 

8 



5 

稼働時間は非常に少ない 

学校施設の稼働率試算 

  月   １０か月   ８０％ 

  週   ５日間    ７０％ 

  日   ７時間    ３０％ 

1.0  X  0.8  X  0.7  X  0.3  =  0.168 (16.8 %) 

特に、屋外プールは３週間程度しか使われない！ 

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ ％ 

月に１，２回以上利用 ほとんど利用しない 全く利用しない 

高松市 

１１.０ １４.０ ７４.０ ４.０ 

名古屋市 

１３.４ ２４.４ ４２.７ １９.５ 

日光市 

８.３ ４２.４ ４４.９ ４.０ 

鎌倉市 

１１.０ ９.０ ７４.０ ７.０ 

新潟市 

１３.１ ２３.０ ４５.０ １８.５ 

無回答 

公立図書館の利用者は地域住民の１割程度にすぎない（約９割が経費を負担） 
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貸出登録率は２０％程度 

年に1回以上の利用はその半分程度 

利用者の１割が９割の貸出を受ける 

年３０回以上は０.１％の事例も 

貸出冊数よりも入館者数で評価すべき 

意味のない「一人当り貸出冊数」 

子育てママの支援で、人口減少を緩和する 

新生児 
毎年、約１2００人 

０−２歳児約3,400人
の大半約2,000人は 

家庭内保育 

人口維持に近づく 

• 子どもが欲しかったら 
• 妊娠したら 
• 育児に悩んだら 

いつでも、図書館・公民館へ 
誰かがサポート 
好きなだけ、頼ってください 

この中で、２，３割のママが 
「もうひとり」と思えば 公的保育サービス利用 1,267人 

子育てひろば         12人 
コロコロの森         １０３人 

総合計画では、H３２までの８年間で 
年少人口は２６００人減少 
年間３３0人増えれば増加に 
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参考事例①大和市文化創造拠点シリウス 

コンセプト：図書館、芸術文化ホール、生涯学習センター、屋内こども広場。 
4つの施設それぞれの個性の融合により、未来につながる創造力を育み、芸術
文化活動の道標となり、市民の心に一体感を生み出す施設。 

開館から2ヶ月で 
来館者50万人突破 

参考事例②ひと・まち・情報 創造館武蔵野プレイス 

コンセプト：これまでの公共施設の類型を超えて、複数の機能を積極的に融
合させ、図書や活動を通して、人とひとが出会い、それぞれが持っている情
報（知識や経験）を共有・交換し、知的な創造や交流を生み出し、地域社会
（まち）を活性化する活動支援型の公共施設。 
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参考事例③TOKO-TOKOおおたわら 

資本金１億円  出資者と出資割合 
 
大田原市内個人 61  25.1％  
大田原市内法人 52  18.5％  
大田原市外個人・法人 21 4.1％ 
金融機関  5  16.9％  
大田原市・大田原商議所2 36.0％  
合計 141    100％  
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公共施設の包括管理のインパクト 

• まんのう町、我孫子市、流山市と進化 

• 誰が、施設の安全管理に責任を持つのか 

• 仕様書も見積書もチェックできない実態 

• 数百本の無責任「契約」コストは数千万円に 

• 一本化で、安全責任と経費節減を達成 

• 地元業者にも大きなメリット 

• 予算編成・執行の工夫で対処できる 

もし、屋内プールを設置したら 

• 小中学校のプールを廃止して、共有化できる 

• 学校プールの稼働は、年に１か月以下 

• 水泳指導は、数時間しかない 

• 小学校の先生は、水泳指導ができているか 

• 佐倉市、岡山市で民間に水泳指導委託 

• 屋内プールなら年間計画で、確実な指導 

• 巡回バスがあれば、通院・買物バスにもなる 
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明確になってきた公共施設マネジメントの論点 

機能重視の複合化 
（集客力のあるデザイン） 

施設本体の評価手法 
（１２項目で網羅的に） 

企業会計の導入 
（コストと投資への視点） 

包括的（指定）管理 
（縦割りを超える手法） 

企画･コーディネート機能 
（包括管理を軸に展開） 

「総合施設経営担当」の設置 

３〜５名の専門職として位置づける 

学校施設 

インフラ 

公の施設 条例の一括管理 

包括的指定管理 

５年程度のローテーションで「回す」 

包括的指定管理をコーディネート 

資産管理、施設管理のプロとなる 

更新･再配置 

資産経営･活用 
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参考： 
•自治体アウトソーシングにおける事業者評価                         南学著 

         ー指定管理者（制度）のモニタリングと第三者評価     （学陽書房：Ｈ２０．１１） 
 

•実践！「自治体ＡＢＣ」によるコスト削減                     南学編著 
   ー 成果を出す行政経営                       （ぎょうせい：Ｈ１８．９ ） 

 

•行政経営革命                                  南学編著 

   ー「自治体ＡＢＣ」によるコスト把握                   （ぎょうせい：Ｈ１５．５ ） 

 

•横浜市改革エンジンフル稼働                           南学／上山信一編著 

   ー 中田市政の戦略と発想                      （東洋経済新報社：Ｈ１６.１） 

       
•ここまでできる 実践                    南学（共著）／小島卓弥編著 

   公共ファシリティマネジメント             （学陽書房：Ｈ２６.１１） 

 
•先進事例から学ぶ 成功する公共施設マネジメント   南学（編著） 
   ー 校舎・体育館・プール、図書館、公民館、      （学陽書房：H２８．１０） 
     文化施設、庁舎の統廃合と利活用の計画から実践まで 
 

                              
 

＊現在、月刊「地方財務」（ぎょうせい刊）に「公共施設マネジメント

（老朽化と財政難への「経営」が試される）」と題して、連載中です。 

〔お問い合わせ〕 mminami@agate.plala.or.jp  
22 
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